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要旨：大地震時の「倒壊防止」に加えて，「機能性」，「復旧性」，「使用性」などの高度な性能を付与

させる耐震補強（「性能指向型耐震補強」と定義する）が近年増加している。また，こうした要求性

能に応えるため，新しい材料・部材・架構が開発され，新しい補強概念（免震・制震による応答制

御，損傷制御など）も導入されている。この様な状況に鑑み，本委員会は性能指向型耐震補強の研

究，設計および実施例について広く調査し，技術の現状と課題を明らかにした。 
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1. はじめに 

近年，コンクリート構造物において，従来の

大地震時の倒壊防止に加えて，機能性，復旧性，

使用性などの高度な性能を付与させる耐震補強

が行われるようになってきた。また，こうした

要求性能に応えるため，新しい材料・部材・架

構が開発され，新しい補強概念（免震・制振に

よる応答制御，損傷制御など）も導入されてい

る。一方，耐震補強は，既存構造物の現況に応

じたさまざまな制約条件の下で実施する必要が

あるため，制約条件を克服するための新工法が

開発されてきた。狭い空間での施工を可能とす

る技術や構造物を使いながらの補強を可能とす

る技術などが例として挙げられる。 

このような状況に鑑み，本研究委員会は性能

指向型耐震補強の研究，設計および実施例につ

いて広く調査し，技術の現状と課題を明らかに

すると共に，耐震補強技術の発展・普及を図る

ために必要な技術資料をまとめることとした。

そのため，機能性，復旧性，使用性などの高度

な性能を付与させる耐震補強に加えて，上記の

ような制約条件を克服する補強工法についても

広い意味での「性能指向型補強」と位置づけ，

これらの技術動向について広く調査を行うこと

とした。なお，2000 年に修了した「耐震補強の

評価に関する研究委員会」6)（「前委員会」と略

記）から 10 年が経過したことから，特にその後

に開発された技術の特徴や動向に着目してまと

めることとした。 

表－1.1 に本委員会の委員構成を示す。 

表―1.1 委員構成 

委員長   菅野俊介（広島大学名誉教授） 

副委員長 関松太郎（（財）建築防災協会） 

大内  一 (大阪市立大学大学院) 

幹事長   福山  洋（（独）建築研究所） 

幹  事  前田匡樹 (研究 WG 主査：東北大学) 幸

左賢二 (研究 WG 主査：九州工業大学) 勅使川原

正臣 (設計 WG 主査：名古屋大学) 中村晋 (設計

WG 主査：日本大学) 北嶋圭二 (実施例 WG 主査：

青木あすなろ建設（株）) 築嶋大輔 (実施例 WG
主査：東日本旅客鉄道（株）) 
委  員 五十嵐晃 (研究 WG：京都大学) 滝本和

志 (研究 WG：清水建設（株）) 塚越英夫 (研究

WG：清水建設（株）) 佐野剛志 (研究 WG：（株）

大林組) 益尾潔 (研究 WG：（財）日本建築総合試

験所) 岡本大 (設計 WG：（財）鉄道総合技術研究

所) 薄井稔弘 (設計 WG：（独）土木研究所) 山野

辺慎一 (設計 WG：鹿島建設（株）) 楠浩一 (設計

WG：横浜国立大学) 川村満 (設計 WG：日本設計

（JSCA）) 渡邊茂雄 (設計 WG：鹿島建設（株）) 
渡辺典男 (実施例 WG：大成建設（株）) 塩畑英

俊 (実施例WG：（株）高速道路総合技術研究所) 新

名勉 (実施例 WG：阪神高速道路（株）) 浅野美

次 (実施例 WG：日建ハウジングシステム（株）) 
藤村勝 (実施例 WG：（株）竹中工務店) 渡辺一弘  
(実施例 WG：（独）都市再生機構)  
事務局 大野一昭        (2010年3月) 

*1 広島大学名誉教授 工博 (正会員)            *2（独）建築研究所 工博 (正会員)  
*3 東北大学大学院 工博 (正会員)          *4 九州工業大学 工博 (正会員)  
*5 名古屋大学大学院 工博 (正会員)      *6 日本大学 工博 (正会員)  
*7 青木あすなろ建設（株）工博 (正会員)        *8 東日本旅客鉄道（株） (正会員) 
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2. 性能指向型耐震補強における要求項目 

2.1 はじめに 

報告書では，「倒壊防止」よりも高い目標性能

の内「復旧性」が注目されるに至った地震被害

例を 2.2 で紹介している。また，耐震性能以外の

要求を「耐震補強工事において解決すべき制約

条件」と捉え，本委員会で扱うべき「制約条件」

を 2.3 節で整理し，これらを踏まえた「性能指向

型耐震補強」の定義を 2.4 で示している。 

2.2 目標性能としての復旧性 

（１）建築物の地震被害と復旧 

1995年兵庫県南部地震の被災建物の中には，倒

壊を免れたものの，構造躯体の損傷が激しく，修

復費用が膨大になったことから，取り壊されたも

のが少なくないことを述べ，損傷制御や復旧性の

観点を持つことの重要さが示されたとしている。 
（２）道路の地震被害と復旧 
 ①兵庫県南部地震直後，著しく低下した阪神高

速道路の利用交通量が震災前のレベルに戻るの

に1年8ヶ月を要したこと，②復旧に関わる直接費

用だけでなく利用不可による社会的損失が膨大

であること，③社会的損失は復旧期間に比例して

増大すること，が報告されている。 
（３）鉄道の地震被害と復旧 
 ①兵庫県南部地震直後の鉄道不通区間の約半

分は2日後に復旧したが，大阪～神戸間を中心に

ＪＲ東海道線や山陽新幹線，民間鉄道の全面開通

にはさらに数ヶ月を要したこと，②被災による減

収に比べて復旧費用の方がはるかに大きいこと，

③社会的損失費用は復旧期間と共に膨大な額に

達すること，などが報告された。 

2.3 耐震補強において解決すべき制約条件 

2000 年に終了した「前委員会」は，補強され

た部材や構造物の耐震性能を補強効果の観点か

ら評価するためのモデル化や手法を検討し，土

木・建築に共通して適用できる評価方法などを

提案した。報告書６）の最終章では，①1995 年兵

庫県南部地震の経験から従来よりも高い耐震性

能が要求される事例が出てきた，②既存構造物

の現況に応じたさまざまな制約条件の下で耐震

補強を実施する必要がある，との観点から新し

い工法を整理するために行ったアンケート調査

について述べている。そこに述べられた新工法

開発の目的を整理すると，解決すべき制約条件

が表－2.1 のようにまとめられる。 

本委員会では，「前委員会」以降約 10 年間の

技術の総括を行うとしたが，耐震補強において

解決すべき制約条件がこの間に変化したわけで

はなく，むしろ同じ目的の下でより詳細で高度

な技術開発が進められてきたので，10 年前の情

報と比較しながら技術動向を整理し，そこから

新たな課題抽出を行う必要があるとしている。 

表－2.1 耐震補強において解決すべき制約条件 6） 

 制約条件 

建築 

構造物

短工期，低コスト，騒音・振動・粉塵の低減，補強

材の軽量化，作業スペースの減少，移転・引っ越し

不要，意匠性，その他 

土木 

構造物

短工期，低コスト，騒音・振動・粉塵の低減，補強

材の軽量化，水中施工，維持管理性向上，施工

空間の制限，移動・移転不要，火・水等の使用制

約，意匠性，その他 

2.4 「性能指向型耐震補強」の定義 

前述の背景と経緯とから，「性能指向型耐震補

強」を「社会からのさまざまな要求を充足し得

る耐震補強」と定義し，要求を以下の２項目に

大別して検討することとした。①目標耐震性能

の確保（＝要求項目のうち耐震性能に関するも

の：2.1 節関連），②制約条件の克服（＝要求項

目のうち耐震性能以外に関するもの：2.2 節関連）。 

 報告書の第３章以降にこの定義に基づく各WG
の検討結果が示されている。 
参考文献 

1) 日本建築学会：2005年福岡県西方沖地震災害調査報告，

2005.9 

2) 内閣府中央防災会議：事業継続ガイドライン第一版，

2005.8 

3) 阪神高速道路公団：大震災を乗り越えて－震災復旧工

事誌， 1997年9月 

4) 国土交通省道路局，都市・地域整備局：費用便益分析

マニュアル，2003年8月 

5) 運輸省鉄道局監修 阪神・淡路大震災鉄道復興記録編

纂委員会編：よみがえる鉄路，1996年3月 

6) 日本コンクリート工学協会：耐震補強の評価に関する

研究委員会報告書，1990 
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3. 性能指向型耐震補強の研究 

3.1 はじめに 

 本章では，性能指向型耐震補強の研究の現状

を，建築，土木それぞれの分野の①構造物の耐

震性能評価に関する研究，② 制約条件下におけ

る新しい耐震補強工法の研究，③ その他の研究，

について調査した。 

3.2 建築分野の研究 

(1) 建築構造物全体の性能評価に関する研究 

RC 造建築物の耐震性能評価は，従来，大地震

による倒壊を防止し人命の安全性を確保するた

めの終局安全性の評価を中心に行われてきたが，

近年，継続使用性や修復性の重要性も広く認識

されるようになり，耐震診断基準や性能評価法

にも取り入れられるようになった。ここでは，

建築防災協会の被災度区分判定基準[1]，建築学会

の耐震性能評価指針[2]，ASCE/SEI41-06[3]を取り

上げ，概要を紹介した。いずれも既存建築物，

新築建築物を主対象とするが，性能評価法とし

て耐震補強建物にも適用可能である。 

 耐震性能評価指針[2]では，使用限界，修復限界，

安全限界の３つの限界状態（修復限界は 2 段階）

を規定し（表 3-1），各限界状態に構造物が達す

る地震動（限界地震動）と基準地震動の比から

保有耐震性能を評価する（図 3-2）。 

制振による耐震補強の場合，架構強度 C，靭

性指標 F は補強前後で変化しないので，耐震診

断法の Is 値では，補強効果が評価できない。こ

れに対して，制振装置によるエネルギー吸収能

力が増加する分だけ，保有耐震性能基本指標

E0=C×F を割り増すことで，補強効果を Is 値とし

て評価する方法[4]が提案されている（図 3-2）。 

(2) 制約条件下の新しい補強工法 

 建築構造物を対象とした新しい耐震補強工法

として，①強度型補強工法，② 靭性型補強工法，

③制振・免震による補強，について最近の研究・

開発された工法や技術をまとめた。居ながら施

工，作業スペースや騒音・振動の制限などの制

約条件に対して，新しい耐震補強工法が開発さ

れている。鉄骨ブレースや RC 壁を増設する強度

型補強工法では，接合部あと施工アンカーを減

らす接着工法や，建物外部のみで工事可能な外

付け型補強工法が多くみられた。靭性型補強の

新工法としては，補強材を連続繊維とした工法，

鋼板巻きで継手を無溶接とする工法，ポリマー

セメントモルタルとする工法などが見られた。 

さらに，制約条件に対する各工法・技術の適

用性を整理し表 3-2～3-4 に示した。 

(3) その他の研究 

近年の地震被害調査のうち 2003 年 5 月宮城県沖

の地震を経験した RC 造耐震補強建築物の地震

時挙動に関する調査事例を報告した。枠付き鉄

骨ブレースや RC 造耐震壁，柱の鋼板巻きなどの

補強工法で耐震改修された3棟のRC造学校校舎

で，いずれも大きな被害はなく補強部材が効果

を発揮していることが確認された。 

表 3-1 性能評価指針の限界状態 

 

 
図 3-1 基準地震動と限界地震動 

無補強 0Is 

目標値 Is 
F 

C 

F0 

C0

F0･D(h) 

C0･D(h) 

補強後 ( )0r s sI I D h= ⋅  

減衰が付加された分 
みかけ上，Is 値が増加

 
図 3-2 制振による Is 値換算の概念[4] 
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3.3 土木分野の研究 

建築分野と同様に実施した，土木分野におけ

る制約条件下での新しい耐震補強工法の分類に

ついて説明する。表 3-5 には土木研究センター

などで建設技術審査を受けた補強工法や設計・

施工指針が刊行されている補強工法に対して，

適用可能な制約条件，特徴，優位性などの区分

を示す。主な制約条件としては，補強対象の橋

梁が水中にある場合や施工場所が狭隘で重機が

使用できず人力施工しなければならない場合な

どが挙げられる。本文では，これら各工法に対

して実施された実験の概要を示すとともに，明

らかになった補強効果を詳細に示している。 

表 3-6 には各工法の制約条件ごとに対する評

価を示す。表－3.5 と同様に橋梁・橋脚の耐震補

強工法を選択する制約条件では橋脚の断面の寸

法や形状に関する制約と，現場溶接の不要，工

期短縮，水中での施工性などの施工条件の緩和

に区分することができる。ここで，◎，○はそ

の制約条件下での適用性が良いものを示すが，

新しい技術が特定の制約条件を改善するために

開発されたものであることが分かる。 

 
参考文献 
[1] 日本建築防災協会：震災建築物の被災度区分判定

基準および復旧技術指針，2001 
[2] 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の耐震性

能評価指針(案)・同解説，2004 
[3]  ASCE, ”Seismic Rehabilitation of Existing 

Buildings”, ASCE Standard ASCE/SEI41-06, 2007 
[4] 倉本洋，飯場正紀，和田章，「制振補強を施した既

存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断法」，日本
建築学会構造系論文集，第 559 号，pp.189-195，
2002.9. 

 

表 3-2 強度型補強の制約条件に対する適用性 

   
表 3-3 靭性型補強の制約条件に対する適用性 
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表 3-4 免震・制振改修工法の制約条件に対する適用性 

 
 

表 3-5 土木分野の制約条件下の新しい補強工法 

番号 技術名称 制約条件、特徴、優位性他 補強目的 

1 
PCa パネルを用いた橋脚の 
水中補強工法（PRISM 工法） 耐久性向上、現場溶接不要、水中施工（仮締切り不要） せん断、曲げ、じん性、段落し

2 ＰＣＭ吹付け工法 工期短縮、品質均一化、巻立て厚低減 せん断、曲げ、じん性、段落し

3 
かみ合わせ継ぎ手による 
鋼板巻立て工法 

水中施工（仮締切り不要）、現場溶接不要 せん断、曲げ、じん性 

4 波形分割鋼板巻立て補強工法 人力施工（狭隘部施工）、現場溶接不要、工期短縮 せん断、じん性 

5 Ａ＆Ｐ耐震補強工法 人力施工、現場溶接不要、工期短縮 せん断、じん性 

6 ＣＦアンカー 支障物・狭隘部施工、現場溶接不要、工期短縮 せん断、じん性 

7 ＳＲＦ工法 人力施工（狭隘部施工）、現場溶接不要、工期短縮 せん断、じん性、段落し 

8 一面耐震補強工法 支障物・狭隘部施工、現場溶接不要、一面から施工可 せん断、じん性 

9 ＲＢ(リブバー）耐震補強工法 人力施工（狭隘部施工） じん性 

表 3-6 橋梁橋脚の補強・改修工法の制約条件に対する評価 

コンクリート巻立 鋼板巻立 新素材巻立  

ＰＣa 

パネル 

PCM 

吹付 

か み 合

わせ 

継手 

波 型

分割 

鋼板 

P&A ＣＦ 

アン 

カー 

ＳＲＦ 

工法 

一
面 

耐
震
補
強 

Ｒ
Ｂ 

耐
震
補
強 

免
震
・
制
震 

改
修 

断面増加制限  △ ○ ◎ ○ ○ 

狭隘部   ○  ○ ○ ◎ ◎ 

橋 脚 寸

法 ・ 形 状

条件 一面のみ施工可    ◎  

◎ 

現場溶接不要 ○  ○ ○ ○ ○   

工期短縮  ○  ○ ○ ○   

施工条件 

水中施工 ○  ○      

  

※1：免震層より下の既存架構で
補強が必要になることがある。

※2：既存架構に付加制振力を処
理できる強度がない場合や変 
形能が不足している場合には
補強が必要になる。 

※3：地震と火災が同時に発生す
ることはないとして制振ダン
パーの耐火被覆を不要とする
ことが多い。 

※4：免震ピットを構築するため
にクリアランスが必要である。

※5：免震層に大きな変形が生じ
ても、隣地境界線を越えないよ
うに計画する必要がある。 

※6：外付け架構の大きさだけク
リアランスが必要になる。 

※7：基礎下に重機を搬入するた
めの敷地が建物周囲に必要と
なる。 

※8：外付け架構と基礎を構築す
るために敷地が必要となる。 

※9：工期が長くなるが一時移転
が不要なため、制約は比較的少
ない。 
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4. 性能指向型耐震補強の設計 

4.1 はじめに 

 耐震補強は，将来にわたり継続使用される既

存構造物の信頼性を確保するライフサイクルマ

ネージメントの一環として行われる行為と考え

ることができる。 

 ここでは，地震動レベルと構造物の状態の関

係を表す「耐震グレード」，構造物の状態とその

具体的な工学量との関係を表す「状態マトリッ

クス」を合わせた「性能マトリックス」を 4.2 に

示し，それに基づき構造物の耐震性能を評価す

る手法を 4.3 に，地震後の損傷復旧に係わるコス

トも考慮した耐震性能の評価手法を 4.4 に示す。 

4.2 性能マトリックス 

 新設構造物の耐震設計では，地震動レベルを

設定し，それに対して構造物が設定した状態内

にあることを確認することが一般的である。こ

こでも，地震動レベルと構造物の状態の組み合

わせで耐震グレードを「高度」，「中程度」，「一

般」で表現する。地震動は，再現期間の長短に

よるレベル１（短期間），レベル２（長期間）の

2 段階，さらに地震発振機構の特性（海洋性，内

陸性）も考えた応答スペクトルで規定する。な

お，動的解析による耐震性能の評価に用いる地

震波はスペクトルに適合したものとする。 

構造物の状態は，機能維持，限定機能維持，

構造体維持，倒壊寸前，倒壊を設定し，各状態

を具体的工学量で表現する。性能グレードと構

造物の状態を表すマトリックスをここでは性能

マトリックスとする。建築および土木構造物の

性能マトリックスの例を表－4.1〜表－4.4 に示

す。性能グレードの設定には対象構造物の耐用

年限などを勘案し，安全性に関する評価である

レベル 2 地震動に対する条件を優先し，他性能

要件を緩和するなどの対応も可能とする。 

一方，耐震性能を構造物が設定した状態に達

する時の地震動レベル（強さ）で表現する方法

もある。地震動レベルは建築・土木で異なり，

応答スペクトルの形状も違う。応答スペクトル

では，継続時間，位相特性は表現できないが，

耐震性能を地震動レベルであらわすと耐震性能

を統一的に表現できる可能性がある。その評価

法の可能性を 4.3 で記述する。 

4.3 構造物の耐震性能評価法 

構造物の耐震性能評価の原則は，想定した状

態に達する地震動のレベルを求め，性能グレー

ドで設定されている地震動レベルを上回ること

を確認，もしくは性能グレードで設定されてい

る地震動レベルで構造物が想定した状態内にと

どまることを確認することである。 

性能の確認方法は，動的応答解析が原則であ

るが，構造物の種類などによっては静的応答解

析方法を用いることもできる。構造物のモデル

化に際しては，補強部材と既存構造物の一体性，

接合部のモデル化に留意する必要がある。また，

既存構造物の現状を適切に評価するモデル化を

行う必要がある。被災構造物を評価する場合に

は特に注意する必要がある。 

4.4 復旧性能評価の現状 

ここでは，復旧性能を考慮した費用算定法を

調査し，経済性を考慮した土木構造物の復旧性

能照査法に関する事例を既研究委員会報告書 1)

などを対象として調査した。 

 費用算定の調査では，被災構造物の復旧費と

復旧時間に基づく設計法の枠組みや復旧費用・

復旧時間の推定手法の一例 2）（図-4.1）および地

震リスクマネジメント技術に基づき，耐震補強

／制震補強／免震補強等を施した既存構造物の 

 
図－4.1 被災構造物の復旧費用の算定フロー2） 
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 表－4.1 耐震性能グレード例（建築） 

 
表－4.2 耐震性能状態マトリックスの例（建築） 

 

Qc：部材降伏時点の層せん断力，μu：層の限界塑性率 

（ ）内は、目標ﾚﾍﾞﾙ等により設定可能 

 

表－4.3 耐震性能グレード例（道路橋，鉄道橋） 

 
 

表－4.4 状態マトリックス例（道路橋，鉄道橋） 
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補強効果とライフサイクルコスト（LCC）評価

を検証した研究事例 3〜8）を調査し，内容を紹介

した。性能指向型耐震補強においても最小費用，

最小時間で補強できる補強工法の耐震性能や

LCC を評価する上では，これらの研究事例が参

考になると考えられる。復旧費の算出に必要な

地震損失額の評価式の例を式(4.1)に示す。ここ

で，地震損失額を L(a)とすると，ある大きさの

地表面最大加速度 a に対する建物の地震損失額

L(a)を示す曲線は，地震損傷度曲線Ｆ(a)と補修費

用 C を被災度ごとに乗じて被災度に関して総和

を取れば良いとしている。 

L(a)＝(F1(a)－F2(a))・C1+(F2(a) 

－F3(a))・C2+ F3(a)・C3    （4.1） 

ここに，F1(a)は小破以上の損傷確率，F2(a)は

中破以上の損傷確率，F3(a)：大破の損傷確率，

C1 は小破以上の補修費用，C2 は中破以上の補修

費用，C3は大破の補修費用を表す。 

また，現在の土木構造物の耐震設計では，構

造物の復旧性を視野に入れたレベル 1 地震動と

構造物の安全性を考えたレベル 2 地震動を設定

し，各地震動に対して構造物に付与された性能

を照査している。このうち，レベル 1 地震動は，

構造物を弾性範囲（無損傷）に留めることによ

り復旧性の照査を行なっている。 

一方，現在のレベル 1 地震動において無損傷

に留めるという枠組みに変わる新たな復旧性照

査法として，経済性を指標とした照査を行う方

法が提案されている。これは，構造物の耐用期

間内に発生する地震を全て考慮した上で，構造

物の初期建設コストと地震被災コストの合計で

あるトータルコストが最小となるような構造物

を設計するというものである。 

しかしながら，実際にトータルコストを照査

指標とした設計を行う場合，非常に煩雑かつ高

度な知識，手順が要求される。ここでは，予め

多数の条件を持った構造物に対して上記作業を

実施することにより，トータルコストが最小と

なるような構造物の周期，降伏震度，靭性率の

組み合わせを算定し，その結果を基に作成した

ノモグラムを用いて経済性を照査指標とした復

旧性照査事例 9)を紹介した。 

4.5 まとめ 

既存構造物を将来にわたり継続使用すること

を目指すライフサイクルマネージメントや事業

継続性計画の一環として行う耐震補強を性能指

向型耐震補強の一つの要素と考えた耐震補強設

計の枠組みを提案した。本枠組は，①想定する

地震動と構造物の状態の組み合わせからなる性

能マトリックスの提案，②地震動の設定方法，

構造物の状態を評価する方法，もしくはその状

態に至らしめる地震動を評価する方法，から構

成される．さらに，③復旧コスト算定のための

復旧性能評価の現状の調査も行った。 

性能指向型耐震補強設計の実用化のためには，

損傷の程度と復旧費用の算定，事業停止とコス

トの評価に関する事例の収集と分析が今後とも

必要である。また，現行の基・規準類の規定を

満足しない既存構造物の性能を適確に評価する

方法のより一層の研究も必要である。 
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5. 性能指向型耐震補強の実施例 

5.1 はじめに 

本章では，新しい耐震補強技術が実施に反映

された耐震補強工事の中から，建築分野の実施

例 12 件（庁舎，百貨店，集合住宅，学校，野球

場など）および土木分野の実施例 10 件（道路橋，

鉄道橋，空港設備など）の計 22 件について， 「耐

震性能指向型補強」と「制約条件解決型補強」

の 2 つに分類し（図－5.1）紹介した。 

 
5.2 建築分野の実施例  

建築物の用途は極めて多岐にわたるため，建

築物に求められる性能も極めて幅広い。人が居

住する一般建築物を対象とすると，建築物に必

要な性能は図－5.2 のようにまとめられる。 

 

 

建築分野の実施例では，耐震性能の改善を主

目的とした事例を「耐震性能指向型補強実施例」

(5 件：表－5.1)とし，居住性や生産性など耐震性

能以外の性能も重視した事例を「制約条件解決

型補強実施例」(7 件：表－5.2)と分類し紹介した。 

5.3 土木分野の実施例 

1995 年の阪神淡路大震災を契機に新設構造物

の耐震設計に対する示方書や指針類が改定され，

既設構造物の耐震補強に対しても，これらの指

針類の設計思想や設計手法が適用されている。

初期の耐震補強は，比較的単純な振動モードを

示す桁橋等の橋脚を対象に，鋼板，鉄筋コンク

リートや繊維シート等を巻き立てる工法が実施

されてきた。一方，最近の耐震補強では，斜張

橋やトラス橋等，複雑な振動モードの橋の補強

が実施されるようになり，桁橋やラーメン高架

橋の耐震補強であっても，更なる工期短縮・低

コストを追及した工法や，騒音・粉塵低減，支

障移転不要等，より厳しい施工条件に適応した

工法が実用化されている。 

以上を踏まえて，ここでは，2000 年以降の土

木分野の耐震補強実施例の中で，特に耐震性能

向上に着目した事例を「耐震性能指向型補強実

施例」(4 件：表－5.3)に，工期短縮や施工空間の

制限等の制約条件の解決に力点を置いた事例を

「制約条件解決型補強実施例」(6 件：表－5.4)

と分類して紹介した。 
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